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要旨：筆者らは建築物の損傷を制御する方法として PC圧着関節工法を提案している。これまでに本工法を用

いた士形部分架構・柱脚部・ト形部分架構・十字形部分架構実験ならびに断面解析を行い，力学的性状を把

握した。しかし，本工法を用いた骨組の履歴に関する検討はまだ十分には行われていない。本工法を用いた

架構の変形性能の大半は PC鋼材の抜け出しにより決定されるため，本研究では PC鋼材の付着特性を用いて

梁・柱関節部の圧着部モーメントM-回転角 θ関係履歴のモデル化を行った。モデル化したM-θ関係履歴を用

いて部分架構の層せん断力 Q-層間変形角 R関係履歴を算定し，精度良く表現出来ることを示した。 
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1. 背景および目的 

PC 圧着関節工法とはプレキャストプレストレストコ

ンクリート(PCa/PC)部材を圧着させる構造において，PC

鋼材の抜け出しを許容し，圧着部(関節部)に弾性回転を

形成して，『非線形弾性』の特性を有する架構を実現する

ことにより，損傷を圧着部近傍に集中させ，損傷制御を

実現する工法である。筆者らはこれまでに本工法を用い

た士形部分架構 1)・柱脚部 2)・ト形部分架構 3)・十字形部

分架構 4)実験を行い，前述の特性を有することを確認し，

本工法を用いた架構の変形性能の大半は PC 鋼材の抜け

出しにより決定されることを把握した。そこで本研究で

は，PC鋼材の付着特性を用いて梁・柱圧着部のモーメン

トM-回転角 θ関係履歴のモデル化を行い，本工法を用い

た部分架構の層せん断力 Q-層間変形角 R 関係履歴を算

定することを目的とする。 

2. 圧着部モーメント M-回転角θ関係基準履歴 

2.1 圧着部 M-θ関係基準履歴の概要 

 圧着部 M-θ 関係において基準となる履歴(以下，基準

履歴とする。)を図－1に，各M-θ関係算定点のチャート

を図－2に示す。図－1，図－2に示す A~F点は PC鋼材

の抜け出しを考慮した断面解析により算出する。G点の

θG は除荷時の残留回転角を表し，PC 鋼材の抜け出し量

を既往の実験結果 1),2),3)から求め算出する。H点は D点か

ら除荷し，再載荷した時の離間モーメントであり，G点

時の歪分布を用いて断面解析により算出する。 

 以上の算定点を元に圧着部M-θ関係履歴のモデル化を

行う。 
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図－２ 各 M-θ関係算定点のチャート 

※1;図－3参照
※2;B で示す位置のコンクリート圧着面が離間しない時は

MAとMDの中点を折れ点とする。 
※3;CD間で圧縮側最外端に最も近い PC鋼材の位置のコン

クリート圧着面が離間した時はMAとMDの中点を点 B
とする。 

※4;Bの折れ点がMAとMDの中点となった場合，点 FはM
がMAに到達したときとする。 

※5;γ:D点の PC鋼材の抜け出し量に対する図－6，7に示す
除荷完了時の抜け出し量の比 

図－１ 圧着部 M-θ関係における基準履歴 
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2.2 圧着部 M-θ関係基準履歴の算出方法 

 ここでは，前節において概要を説明した圧着部M-θ関

係基準履歴における算定点を断面解析により算出する

方法の説明を行う。 

［載荷時］まず，基準履歴の A~D 点を求める。A 点:引

張側最外端に最も近い PC 鋼材位置のコンクリート圧着

面が離間を始める時(θA,MA)，B点:圧縮側最外端に最も近

い PC 鋼材位置のコンクリート圧着面が離間を始める時

(θB,MB)，C点:圧縮縁コンクリートが圧縮強度時もしくは

引張側最外端に最も近い PC鋼材の降伏時(θC,MC)， D点:

断面解析中に圧着部のモーメントが，最大耐力に達した

時(θD,MD)とする。尚，最大モーメントが算出された後の

モーメントの値は一定とする。また，圧縮側最外端に最

も近い PC 鋼材位置のコンクリート圧着面が離間しない

時，もしくは CD間で離間した場合は，第 2折れ点であ

る B 点は MAと MDの中点とする。柱，梁部材のコンク

リートの応力度-歪関係はコンクリートの材料試験結果

を普通強度から高強度まで比較的精度良く表現できる

といわれている Popovics式を用いた。 

図－3に柱，梁関節部危険断面の変形状態と PC鋼材の

歪分布モデルを示す。各折れ点のモーメントは圧着部に

おけるコンクリート断面の変形平面保持を用い，算出を

行う。本算定では，コンクリート断面のみに平面保持を

用いており，PC鋼材－コンクリート間は付着応力度を考

慮しているので PC 鋼材に関しては平面保持が成り立っ

ていない。引張側から i段目(以下，i段目とする。)の鋼

材の抜け出し量 δiは回転角 θと中立軸位置から圧縮縁ま

での距離 Xnを用い，式(1)より算出する。また，PC鋼材

の歪分布を図－3 のように十字形の PC 鋼より線と柱脚

部の PC鋼棒では左右対称な三角形分布，ト形の PC鋼よ

り線では柱内部で歪分布は一定，梁側は三角形分布とす

る。この歪分布を十字形，柱脚部では式(2)，ト形では式

(3)により積分することで PC鋼材の抜け出し量を算出す

る。式(2)，式(3)の付着長さ liは式(4)から求めた。これら

より，δ と Xnを変数とした各段の PC 鋼材の増分歪 ∆εi

が十字形，柱脚部では式(5)，ト形では式(6)より求まる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここで，δi:i段目の PC鋼材の抜け出し量，θ:圧着部回

転角，di:i 段目の PC 鋼材の位置から圧縮縁までの距離，

Xn:圧縮縁から中立軸までの距離，∆εi:i段目の PC鋼材の

増分歪，li:i段目の PC鋼材の付着長さ，ni:i段目の PC鋼

材の本数，ψ:PC鋼材の周長，τ+:PC鋼材とコンクリート

の載荷時の付着応力度，E: PC鋼材のヤング係数，A: PC

鋼材の断面積とする。 

コンクリート圧縮縁の変形から歪を求めるため，図－

3 に示す圧縮縁コンクリートの塑性長さ lpを梁せいおよ

び柱せいの α倍で表せるものと仮定した。この塑性長さ

係数 α は図－4 に示すように実験時において目視により

圧壊を確認したときのターゲットの位置から得られる

圧縮縁の縮み量 exδc’と，材料試験結果から得られた圧縮

強度時の歪 exεc’と部材せい Dを用い，式(7)より梁端部，

柱脚部それぞれ 0.4，0.8と求めた。これらの値を用いる

ことで，圧縮縁コンクリートの歪 εcは式(8)で求めること
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※ δi:引張側から i 段目の鋼材の抜け出し量，τ＋:載荷時の
PC鋼材とコンクリートの付着応力度，θ :圧着部回転角，lp:
塑性長さ，Xn:圧縮縁から中立軸までの距離，di:引張側から
i段目の鋼材の位置から圧縮縁までの距離，∆εi: 引張側から
i 段目の鋼材の危険断面位置における離間後の増分歪，li:
引張側から i段目の鋼材の付着長さ，D:柱せい 

(b) 柱脚関節部 

図－３ 柱・梁関節部危険断面の変形状態

図－４ 圧縮縮み量 exδc’の導出 
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ができる。 

 

 

 

 

ここで，α:塑性長さ係数，exδc’:実験結果から得た梁端

部および柱脚部の圧縮縁コンクリート圧壊時の縮み量，

exεc’:材料試験結果から得た梁部材および柱部材のコンク

リート強度時の歪，D:梁せいおよび柱せい，δc:コンクリ

ート圧縮縁の縮み量，lp:塑性長さとする。 

これらの値を用い，式(9)により断面力がつり合う Xn

を求め，式(10)で断面に生じるモーメントを算出する。 

 

 

 

 

ここで，C:コンクリートの圧縮合力，Ti: i 段目の PC

鋼材の引張力，N:軸力，εi:i 段目の PC 鋼材の歪， M:圧

着部モーメント，ji:i段目の PC鋼材位置から断面図心ま

での距離，jc:コンクリート圧縮合力から断面図心までの

距離とする。 

［除荷時］次に除荷中の E，F 点を求める。尚，除荷中

のコンクリートの応力度-歪関係は，図－5に示すように

除荷時剛性は Ec1/3とした。図－6 に十字形の PC 鋼より

線と柱脚部の PC 鋼棒の歪分布モデル，図－7 にト形の

PC鋼より線の歪分布モデルを示す。図－6，図－7中の εini

は PC鋼材の初期導入歪を示す。図－6に示すように十字

形の PC鋼より線，柱脚部の PC鋼棒では，ともに左右対

称な三角形分布モデルで歪が減少していくモデルとす

る。また，ト形では，図－7 に示すように柱内部の歪分

布は一定，梁側は三角形分布で減少するものとする。除

荷完了時には，各段の PC 鋼材には，残留抜け出しが生

じ，導入されていた初期導入歪に減少が生じる。この時

に各段の PC 鋼材の圧着部における減少歪は，最大モー

メント時に生じていた増分歪 ∆εiを用いて－β∆εiまで減

少するモデルとした。この係数 βは，提案する歪分布モ

デルを積分して除荷完了時の残留抜け出し量を算出す

る際に，実験により得られた残留抜け出し量を再現出来

るように設定したものであり，式(11)，式(12)により表せ

る。また，式中の γの値は，最大モーメント時の抜け出

し量に対する除荷時の残留抜け出し量の比であり，架構

形状により異なり，十字形梁の PC 鋼材では士形部分架

構実験 1)，柱脚部の PC鋼材では柱脚部実験 2)，ト形梁の

PC鋼材ではト形部分架構実験 3)の実験結果より，層間変

形角 1/100rad.時のピーク時と除荷完了時の PC 鋼材の歪

分布を積分し，抜け出し量を求め，部材形状により係数

γを求めた[γ:十字形=0.045,柱脚=0.02,ト形=0.05]。この値

を用いて式(11)，式(12)を計算することで βの値を得るこ

とが出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 ここで，γ:最大モーメント時の抜け出し量に対する除

荷時の残留抜け出し量の比，τ-:PC鋼材とコンクリートの

除荷時の付着応力度とする。 

E 点は圧着部回転角が 0.9θDの時とする。F 点は D 点

時の圧縮側最外端に最も近い PC 鋼材の増分歪(4 段の場

合は ∆ε4)が除荷によって－β∆ε4まで減少したときとする。

ただし，載荷時の B 点を MAと MDの中点としたときの

F点は，MF=MAの時とする。除荷完了時の G点では引張

側,圧縮側最外端に最も近い各 PC鋼材の残留抜け出し量

を十字形，柱脚部では式(11)，ト形では式(12)を用いて歪

分布モデルを積分することで求める。ただし，PC鋼材が

圧縮側にあり，離間していないときの除荷完了時の PC

鋼材の抜け出し量 δiは 0とする。 

［再載荷時］H点は G点時の PC鋼材の歪分布を用いて

載荷した時に，中立軸位置 Xnが引張側最外端に最も近い 

PC鋼材の位置 d1に到達したときのモーメントとする。 

尚，以上の算出に用いた付着応力度は，十字形では士

形部分架構実験 1)の PC 鋼より線(τ+:1.1N/mm2，τ-:－

1.3N/mm2)，柱脚部では柱脚部実験 2)の PC 鋼棒

(τ+:1.4N/mm2，τ-:－0.6N/mm2)，ト形ではト形部分架構実

験 3)の PC鋼より線(τ+:0.5N/mm2，τ-:－0.6N/mm2)の付着応
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力度を用いた。また，載荷中の付着応力度 τ+は層間変形

角 1/100rad.ピーク時，除荷中の付着応力度 τ-は層間変形

角 1/100rad.から除荷し，十字形では 1/2855rad.，柱脚部

では 1/2604rad.，ト形では 1/3087rad.の時の歪分布から付

着応力度を求め，本算定に用いた。 

 

3. 圧着部履歴性状のモデル化 

3.1 包絡線からの除荷のモデル化 

本提案モデルでは前述した ABCDEFGHの履歴を元に

全体の履歴を決定する。図－8に圧着部回転角 θ(以下，θ

とする。)が θD未満，図－9に θが θD以上の載荷包絡線

上からの除荷の圧着部履歴モデルを示す。載荷包絡線上

からの除荷時の折れ点は E点と J点を結ぶ直線上，F点

と K点を結ぶ直線上とする。J点，K点はそれぞれ E点，

F 点から θ 軸に平行に直線を引き，載荷包絡線との交点

とする。 

Case1)θが θD未満の包絡線上からの除荷を包絡線上の任

意点 P(θP,MP)，P1(θP1,MP1)，P2(θP2,MP2)を用いて説明する。 

【MJ＜MP＜MD の場合】図－8(a)に示す圧着部履歴モデル

を用いて説明する。P 点からの除荷開始後の第 1 折れ点

は JE上の Q点とする。Q点は，∆θJDに対する ∆θJPの比

と ∆θJE に対する ∆θJQ の比が同一となる点とし，式(13)

より求まる。 

 

 第 2折れ点 Rは，∆θKDに対する ∆θKPの比と ∆θKFに対

する ∆θKRの比が同一となる点とし，式(14)より求まる。 

 

 除荷完了時の S 点は，θDに対する θPの比と θGに対す

る θSの比が同一となる点とし，式(15)より求まる。 

 

そして，モーメントが反対方向に生じたときの離間点

Tに指向する。 

 再載荷時の離間点Uは，∆MADに対する ∆MAPの比と，

∆MAH に対する ∆MAU の比が同一となる点とし，式(16)

より求まる。 

 

尚，θが θD未満のときの離間点は最大経験モーメント

MMAXによって決まることとする。 

【MA＜MP1＜MFと MF＜MP2＜MJの場合】図－8(b)に示す圧着

部履歴モデルを用いて説明する。P1点から除荷が生じた

時は S1点に指向し，S1点の θS1は式(17)より求める。 

 

また，P2点から除荷が生じた時は R2点を通り，S2点

に指向することとする。R2点は式(18)により，S2点は式

(19)により求める。 

 

 

S1,S2 到達以降はモーメントが反対方向に生じたとき

の離間点 T1，T2に指向する。 

Case2)次に，θ が θD 以上の載荷包絡線上の任意点

P(θP,MP)からの除荷を図－9を用いて説明する。 

 P点からの除荷開始後の第 1折れ点 Qは E点から θ軸

に平行に引いた直線と P点から DEに平行に引いた直線

との交点とする。第 2折れ点 Rは F点から θ軸に平行に

引いた直線上にあり，R点は ∆θDPの m倍とする。[m:十

字形=0.6,柱脚=0.35,ト形=0.85]また，除荷完了点 Sも第 2

折れ点同様 ∆θDPの n倍とする。[n:十字形=0.1,柱脚=0.025,

ト形=0.15]そして，S点以降はモーメントが反対方向に生

じたときの離間点 Tに指向する。 

再載荷時の離間点Uを求める。ここで，H’点を(0,MA/2)

 

(13) JDJE θ∆θ∆⋅= JPJQ ∆θ∆θ

KDKFKR θ∆θ∆⋅= KP∆θ∆θ (14) 

(15) 
DG θθ⋅= PS θθ

ADAH MM ∆∆⋅= APAU ∆M∆M (16) 

DG θθ⋅= 1P1S θθ (17) 

KDKFθ θ∆∆⋅= 2KP2KR ∆θ∆θ (18) 

DG θθ⋅= 2P2S θθ (19) 

図－８ 圧着部履歴モデル(θ＜ θD) 

(b) MA＜MP1＜MFと MF＜MP2＜MJの場合
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とする。U点は，2θDに対する ∆θDPの比と ∆MHH’に対す

る∆MHUの比が同一となる点とし，式(20)により求まる。 

 

尚，θが θD以上のときの離間点は最大経験回転角 θMAX

によって決まることとする。ただし，θMAXが 3θD以上と

なった場合の離間点は，H’点(=MA/2)で一定とする。 

3.2 除荷からの再載荷のモデル化 

次に，除荷中に再載荷が生じる場合について説明する。 

図－8(a)，図－9 に示す P 点からの除荷中に再載荷が生

じた時は P点から R点の間では直接 P点に指向し，R点

から S点の間では R点，S点から T点の間では S点，R

点を通り，P点に指向することとする。尚，Q，R点間の

QR 点から再載荷され P 点に指向しているときに除荷が

生じた場合は，再載荷点である QR点に指向し，その後

は、P 点からの除荷時の折れ線をたどる。また，Q，R

点間以外の区間，つまり P，Q点間では P点，R，S点間

では R 点，S，T 点間では S 点に指向している時に除荷

が生じた場合は P点からの除荷時の折れ線をたどる。 

次に，図－8(b)に示す P1，P2点からの除荷中に再載荷が

生じた時を説明する。再載荷は P1点から S1点の間では

P1点に指向する。また，P2点から R2点の間では P2点，

R2点から S2点の間ではR2点を通り P2点に指向する。尚，

再載荷中に除荷が生じた時は除荷時の直線をたどる。 

3.3 繰り返し載荷時のモデル化 

次に，繰り返し載荷により離間モーメントが ∆M低下

したときの履歴を，図－10を用いて説明する。A点から

圧着部モーメントが ∆M低下した点を A’とする。A’点か

ら AB 間，BC間の傾きで B’点(θB,MB’),C’点(θC,MC’)に指

向し，MがMDに達するまで CD間の傾きで O点に指向

する。ここで，Mが MDに到達する前に除荷が生じた場

合を D’点からの除荷を用いて説明する。D’点(θD,MD’)か

らの除荷の履歴は，まず除荷が始まる回転角(=θD)に対応

する包絡線上の点(=(θD,MD)を求める。その包絡線上の点

における除荷時の折れ点を求め，各点のモーメントを

∆M 低下させた各点を結び，D’点からの除荷時の履歴と

する。ただし，戻りの履歴が θ軸に到達した時点(G’’点)

で反対方向の離間点に指向する。次にMがMDに到達し

た後の繰り返し載荷時に関して説明する。ここで，

θP(=θMAX)時の離間モーメントを A’’点，P点からの除荷時

の折れ点を Q，R，S，T点とする。図－10に示すMP=MD

である P点から除荷し，Q～T点を通り，M軸を越えた

時から再び載荷が生じ離間モーメント A’’点に到達した

後は P点(θMAX,MD)に指向することとする。 

 

4. 提案する履歴モデルと実験値の比較 

これまでに提案した圧着部モーメント M-回転角 θ 関

係履歴モデルを用いて，既往の実験結果の層せん断力 Q-

層間変形角 R関係との比較を行う。Q-R関係は，図－11

の骨組モデルを用いて求める。図－11に示す骨組モデル

の柱材軸方向の柱梁接合部の剛域は，RC 規準に準じて

設け，梁材軸と柱材軸の交点から上下各 130mm(計

260mm)とした。また，梁材軸方向はコーベルを設けてい

ることや計算の簡略化を考慮し，梁材軸と柱材軸の交点

からト形では梁方向に 160mm，士形，十字形では左右梁

方向に各 160mm(計 320mm)とし，提案する履歴モデルを

有する梁端関節部の材端回転バネを取り付けた。一方，

士形部分架構実験 1)，および柱脚部実験 2) において，1

階柱脚部M-θ関係の回転角は，スタブの上面から台座ブ

ロック上面までの回転変形を含んだものとして算出(図

－12に示すように 1階柱脚回転角 θcは，台座ブロックに

取り付けたターゲットの変形前，変形後の直線のなす角

度 θc1 と柱部材に取り付けたターゲットの変形前，変形

 

DHH 2M θ∆ ′⋅= DPHU ∆θ∆M (20) 

図－９ 圧着部履歴モデル(θD≦θ ) 
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後の直線のなす角度 θc2の合計値として算出)した。また，

曲げモーメントは，台座ブロック上面において算出を行

った。これらの方法で求めた値を用いて，1階柱脚部M-θ

関係を算出した。骨組モデルにおいて 1階柱脚部をモデ

ル化する際には，実験結果と比較することを考慮し，台

座ブロック上面以下に生じる変形を無視し，ここまでの

長さ(160mm)を剛域として，この位置に提案する柱脚関

節部の材端回転バネを取り付けた。 

図－13(a)に士形部分架構実験 1)，(b)に十字形部分架

構実験 4)，(c)にト形部分架構実験 3)の Q-R関係の実験結

果と本提案履歴モデルを用いた解析結果との比較を示

す。図－13(a)～(c)に示すように，提案する履歴モデル

は，概ね実験結果を表現できているといえる。 

 

5. 結論 

PC鋼材の付着特性を考慮した断面解析を行い，柱，梁

関節部の圧着部モーメント M-回転角 θ 関係履歴のモデ

ル化を行った。提案した圧着部モーメント M-回転角 θ

関係履歴モデルを用いた部分架構の骨組モデルにより

算定した結果，本工法を用いた架構の層せん断力 Q-層間

変形角R関係の実験結果を精度良く表現することができ

た。 

しかしながら，現在の問題点として，付着応力度に部

分架構実験 1),2),3)より得られた歪分布から算出した値を

使用していることが挙げられる。そこで，既往の研究で

行われている PC 鋼より線の引き抜き実験 5)による付着

応力度を使用するなど，部分架構実験に比べ簡便に実験

が可能な PC 鋼材の引き抜き実験から付着応力度を算出

し，これらの値を使用することを現在検討中である。 
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図－１３ 提案モデルと実験結果 Q-R 関係の比較 

図－１１ Q-R 関係を求めるための骨組モデル 
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(b)十字形部分架構の骨組モデル 
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